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平成２４年２月１０日

各 位

会 社 名 株式会社ＴＫＣ

代表者名 代表取締役社長 角 一幸

（コード番号９７４６ 東証第１部）

代表取締役 副社長執行役員
問合せ先 岩田 仁

経営管理本部長

（ＴＥＬ ０３－３２３５－５５１１）

ストックオ

４０条の規定に基づき、当社の取締役及び監査役に対し、ストッ

クオプションとして新株予約権を発行することを下記のと定新株予約権を発行する理由

当社では、平成２２年１０月に「骨太の方針」と題する向こう１０年間の経営目標を

設定いたしま した。これにあわ せ、「骨太の方針」達成のため、取締��題�標� との連動性をより一層強固なも

のとし、取締役および監査役が株価上昇によるメリットのみならず、株価下落によるリ

スクまでも株主の皆様と共有することで、中長期に継続した業績向上と企業価値向上へ

、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合等、割り当て

る新株予約権の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する

新株予約権の総数とする。
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３．新株予約権の割当ての対象者及びその人数並びに割り当てる新株予約権の数

当社取締役（社外取締役を除く） ９名 ２４４個

当社監査役（社外監査役を除く） ２名 ２６個

４．新株予約権の目的である株式の種類及び数

新株予約権の目的である株式の種類は、当社普通株式とし、各新株予約権１個当たり

の目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は１００株とする。なお、本議

案の決議日（以下、「決議日」という。）後、当社が当社普通株式につき、株式分割（当

社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併

合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率

なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

また、上記の他、決議日後、当社が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその

他これらの場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合、当社は、当社取締役会に

おいて必要と認める付与株式数の調整を行うことができる。

５．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額を調整�






